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尾監第 １４５  号 

平成２７年２月２４日 

 

  奥田 尚佳  様 

 

                

                尾鷲市監査委員 桑原 紘市 

                

               

                尾鷲市監査委員 南  靖久 

 

 

 

住民監査請求に基づく監査の結果について（通知） 

 

 地方自治法第２４２条第１項の規定により、平成２７年１月６日付で受理し

たみだしの監査請求について、その結果を同条第４項の規定により通知します。 

 

記 

 

第１ 監査の請求 

 １ 請求の趣旨 

尾鷲市職員措置請求書（住民監査請求書）及び事実証明書に記載された事項

並びに陳述及び補足陳述書の内容を勘案して、請求の趣旨を次のように理解し

た。 

５月２２日から６月３日にかけて水道部が水道事業会計によって行った「新

田町地内排水管工事移設修繕」は、違法かつ不当である。 

 

（１）３年前の平成２３年９月２２日に入札があり施工された「新田町地内配

水管布設（替）工事」で、水道部の判断ミスにより下水管が破られたが、それ

を隠蔽しようとしたのか、水道部が下水管を維持管理している建設課に一切相

談することなく、迂回排水路を設置する本件修繕工事を勝手に行った。 

（２）入札を行うに十分すぎる時間があるにもかかわらず、随意契約で工事を

行った。また、本来、随意契約の場合は、３社以上から見積書をとらないとい

けないが、一切見積書も取られていない。きちんと見積書を取っていれば、確

実に安くなっていたはずで、何十万円か得をしたはずである。 
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（３）契約書や設計書も作成せず行った工事で、地方自治法はともかく尾鷲市

会計規則にも違反しているが、後から契約書を作成した行為は、文書偽造の罪

にも該当すると思われる。 

（４）工事完了検査について、当時の部長が現地ではなく、机上で行っている。

また、黒板に日付も入っていない。 

（５）本件工事は、２０万円から３０万円でできるような工事で、工事費用８

７１，５６０円はあまりにも高いという他の関係者からの指摘がある。 

 また、「新田町地内排水管工事移設修繕」の約５カ月後の平成２６年１０月に

施工された「新田町地内配水管保護修繕」１４９，０４０円は、本件の「新田

町地内排水管工事移設修繕」及び３年前の「新田町地内配水管布設（替）工事」

を精査したところ、破られた下水管部分の上部の道路が陥没する恐れがあるた

め、通行の安全を考慮し施工された工事であると聞いている。 

 よって、３年前に施工された「新田町地内配水管布設（替）工事」が適切な

判断の上、普通に適切に行われていれば、「新田町地内排水管工事移設修繕」の

工事費用８７１，５６０円と「新田町地内配水管保護修繕」１４９，０４０円

を合わせた１，０２０，６００円については、支出する必要は全くなかったわ

けである。 

 市民の水道料金により運営されている水道事業会計において、あまりにも杜

撰な事務手続きにより進められ、隠蔽に隠蔽を重ねるような行為であると勘ぐ

られるような悪質で尾鷲市民を愚弄するような行為であり、言うまでもなく法

に違反した公金支出であることは明白である。よって、尾鷲市長岩田昭人及び

支出手続き担当者は、「新田町地内排水管工事移設修繕」の費用の全額を水道事

業会計に返還し、また、今後このようないくつもの重なった違法かつ不当な行

為をしないよう勧告されたい。 

 

２ 監査対象事項 

 上記の趣旨から、「平成２６年５月２２日から同年６月３日に行われた新田町

地内排水管工事移設修繕に係る契約は違法又は不当な契約の締結にあたるか、

工事費８７１，５６０円は違法又は不当な公金の支出にあたるか」を監査対象

事項とした。 

 

３ 対象部局の調査等 

・平成２７年１月９日に、水道部に対して文書にて調査を実施したところ、同

年１月１５日付けで回答を得た。 

・平成２７年１月２０日、水道部職員立会いのもと現地調査を実施した。 

・尾鷲市長から、平成２７年１月２２日に陳述書を、請求人から同年１月２３
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日、２４日に陳述書と新たな証拠の提出を受けた。 

・平成２７年１月２６日、請求人及び水道部職員の陳述をそれぞれ聴取した。 

・平成２７年１月２６日に、水道部に対して文書にて調査を実施したところ、

同年１月２９日付けで回答を得た。 

・平成２７年１月２７日、水道部職員の事情聴取を実施した。 

・平成２７年１月２７日に、水道部に対して文書にて調査を実施したところ、

同年１月３０日付けで回答を得た。 

・平成２７年１月２８日、請求人から補足陳述書の提出を受けた。 

・平成２７年１月３０日、関係職員の事情聴取を実施した。 

・平成２７年２月５日に、水道部から、施工業者に対する事情聴取結果調書（聴

取日：同年１月３０日）の提出を受けた。水道部を通じて、施工業者に対して

事情聴取を要請したが、同意が得られなかったので、水道部職員による事情聴

取となった。 

 

第２ 事実関係の調査 

１ 平成２３年度の工事概要 

 平成２３年９月２６日から同年１２月２２日に施工された「新田町地内配水

管布設替工事」は老朽管更新工事であり、事務処理の流れは次の通りである。 

 同年９月２２日に指名競争入札（Ａランク業者：６業者指名）を行い、同年

９月２６日に「新田町地内配水管布設替工事」契約（工期：同年９月２６日か

ら平成２４年１月２３日、契約金額：１７，６４０，０００円）を締結し、平

成２３年９月２６日に工事着工。同年１２月２０日に変更契約（増額：９７１，

２５０円）を行っている。同年１２月２２日に工事が完了したことに伴う業者

からの完成報告書の提出を受け、同年１２月２８日に工事完了検査を実施し、

業者に対して完成認定書を交付、検査員である水道部長から担当係長宛に完成

検査合格通知書が発行され、市長に対して検査結果（合格）として復命してい

る。 

 この工事において、水道部が配水管（以下、水道管という。）を布設する際に

交差してしまう排水管（以下、下水管という。）の使用状況について、建設課に

確認することなく、使用されていないと誤った判断をし、下水管を切断後、水

道管を布設し、工事完了後、完成認定している。 

 当時の監督員に事情聴取したところ、測量時に対岸から下水管の存在を確認

しているので、下水管をかわす設計を行っているが、下水管を切断し水道管を

布設するに至った経緯については記憶がないとのことで、明確な回答が得られ

なかった。施工業者から下水管の処理方法について問い合わせがあったのか、

それに対する監督員の指示がどうであったのか、その指示は電話か、それとも
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現場に出向いて行ったのかなど、施工業者とのやりとりを記録した文書等も存

在していないとのことである。また、通常、水道管を布設する際に、施工業者

から下水管の処理について問い合わせがあれば、建設課に確認する前に、仮に

色粉を流し下水管の使用状況を確認する作業を行うとのことであるが、当時は、

それを行ったかどうかも記憶がないとのことであった。 

 当時の部長はすでに退職しており、また、当時の工務係長からはその工事の

詳細については聞かされていなかったとの証言があり、この工事についての内

容を確認できる職員は他にはいない。 

 

２ 平成２３年度の上記工事により、使用されていた排水管が切断されてい

たことが判明し、平成２６年度に修繕工事を発注するに至るまでの経緯 

  

水道部の陳述によると、平成２６年度の修繕工事を施工した業者が、平成２

６年４月３０日に、３年前に切断された下水管の周辺を、地域貢献ということ

でボランティア清掃していた時に、地域住民から、横断溝が詰まって水が溢れ

るという話を聞き、自分たちが行った草刈で生じた草が下水管を埋めてしまっ

ているのではないか、それが原因で下水が流れなくなってしまっているのでは

ないかと思い、下水管を覗いたり、下水管をつついたりなどして確認していた

ところ、水道管が下水管を横断していることを発見したとのことである。 

 そして、その日のうちに、業者から「水道管が下水管を横断しており、排水

に支障をきたしているのではないか。」という内容で、水道部に連絡があった。 

 電話を受けた水道部工務係の職員が、現場に出向くことができなかったので、

別の係の職員１名がすぐに現場に出向いた。現場を見て、３年前の水道管布設

替工事が原因であることがすぐに理解できた。緊急を要すると判断し、その場

で、使用材料は吊り下げることになるため、軽量で耐久性のあるものでお願い

したいなど具体的な工法について業者と協議したとのことである。また、業者

から、正式に依頼があれば工事は出来ると言ってもらったとのことである。そ

の職員は、水道部内で相談してから正式に依頼する必要があると考え、その場

での工事発注は行わなかった。なお、現場確認の際、費用についての詳しい話

はしておらず、工期については少しでも早くお願いしたいという話をしたとの

ことである。 

 その時の現場の状況については、その時点では水が溢れていたわけではなか

ったが、現場を調査していた時に、単車で通りかかった近隣住民の方から、降

雨時に道路が冠水して、単車で事故にあいそうになったと話を聞いたこと、ま

た、全国的に天候が不安定で、ゲリラ豪雨等、いつ急に大雨が降るのか分から

ない状況であり、梅雨時期が迫っていることを考えると、緊急に工事をする必
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要があると判断したので、水道部に戻り、電話を受けた工務係の職員（監督員）

にその旨伝え、その職員が同日中に口頭で通報業者に修繕工事を発注した。そ

の時点では、水道部長への伺、報告等は行われていない。 

 また、下水管の修繕工事であるにもかかわらず、下水管の維持管理課である

建設課への事実の報告、協議を行わないまま、通報業者に修繕工事を依頼して

いる。その理由は、今回の修繕工事は、水道部が３年前に行った水道管布設替

工事で、使用されていた下水管について、建設課に確認せずに、使用されてい

ない下水管だと誤った判断をしてしまい、下水管を横断する形で水道管の布設

を行ってしまったという水道部の瑕疵に起因するため、水道部で速やかに対応

すべきものと考え、建設課には連絡しなかったとのことである。また、その様

な考えも浮かばなかったとのことである。 

 

３ 平成２６年４月３０日に修繕工事を発注してから、工事完了後、工事施

工業者へ費用を支払するまでの経緯 

・４月３０日 修繕工事を口頭で発注する。 

・５月２２日 工事着工。 

・６月 ３日 工事完了、検収。 

・７月 初旬 水道部長に今回の修繕工事について経緯を報告する。 

・７月１５日 修繕工事を施工した業者に見積書を依頼する。 

  同日中に、見積書（見積金額８７１，５６０円）の提出がある。 

・７月１５日～１８日 特注品製造業者に、電話で製品の単価金額を確認する。 

・７月１５日～１８日 支出負担行為作成。 

・７月１６日～１８日 契約書作成。 

・７月３１日 支出命令書作成。 

・８月 ８日 修繕工事代金を業者に支払。 

・９月１８日 特注品製造業者から見積書の提出がある。 

・設計書（設計額・税込 ８８２，３６０円、税抜 ８１７，０００円）が完

成したのは、７月１５日以降、早い時期ではあるが、正確な日付は不明とのこ

とである。 

・予定価格調書（予定金額・税込 ８８２，３６０円、税抜 ８１７，０００

円）について決裁まで完了した日付についても、正確なところは不明であるが、

設計書完成後、すぐに作成したと思われるので、翌日くらいではないかとのこ

とである。 

 

４ 職員の処分（懲戒）について ＜総務課資料より＞ 

平成２３年度に執行した「新田町地内配水管布設替工事」及び、同工事にお
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ける平成２６年度修繕工事において、不適切な工事執行、事務処理があったた

め、平成２６年１０月３日付で、信用失墜行為による服務規律違反【地方公務

員法第２９条第１項第１号同第３３条（信用失墜行為の禁止）】を理由として、

３名の職員が処分された。 

現所属 現役職 年齢 性別 処分区分 備考 

水道部 係長級 50代 男性 戒告 懲戒処分 

建設課 主査級     訓告   

総務課 課長級     厳重注意   

不適切な工事執行及び事務処理の内容 

・平成２３年度  

１ 排水管を使用されていないと誤認したための工法誤り 

２ 排水管を横断する際の事前の上司や関係課への報告、協議漏れ 

３ 使用されていないと判断に至った経緯の資料作成漏れ 

・平成２６年度 

１ 修繕工事を執行する際の事前の上司や関係課への報告、協議漏れ 

２ 修繕工事に係る不適切な事務処理（契約をせずに工事を発注した） 

 

５ 修繕工事の内容 

 施工業者から工事完了後の７月１５日（５月２２日付）に提出のあった見積

書の内容は次の通りである。 

（作業内容） 

・水替え工  

 普通作業員５人     単価１５，７００円   金額 ７８，５００円 

・ヒューム管撤去 

 普通作業員１０人    単価１５，７００円   金額１５７，０００円 

 機械損料３日      単価１５，０００円   金額 ４５，０００円 

                          （発電機・削岩機等）                          

 軽トラック２日     単価２４，２００円   金額 ４８，４００円 

・カナパイプ設置 

 普通作業員７人     単価１５，７００円   金額１０９，９００円 

 カナヒュームＡ型１本  単価５４，４００円   金額 ５４，４００円 

 同上用９０°１個    単価６３，５５０円   金額 ６３，５５０円 

 Ｐシート継手２個    単価 ８，１００円   金額 １６，２００円 

 マルチバンド１式    単価２５，０００円   金額 ２５，０００円 

 止めアンカー５０個   単価   ３００円   金額 １５，０００円 

 機械損料３日      単価１５，０００円   金額 ４５，０００円 
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                          （発電機・削岩機等） 

                              

 セメント類１式     単価１５，０００円   金額 １５，０００円 

                       小計  ６７２，９５０円 

                      諸経費  １３４，０５０円 

                       計   ８０７，０００円 

                       消費税   ６４，５６０円 

                        合計   ８７１，５６０円 

 

６ 水道部が作成した修繕工事の設計書の内容 

・準備工・水替工  

準備工  作業を始めるまでの看板の設置等の作業。 

水替工  排水管撤去等の作業中に降雨等による水により作業が妨げられな  

     いよう流れの方向を変える作業。 

 普通作業員２．５人  単価 １５，７００円   金額 ３９，２５０円 

・既設管撤去 

排水経路を変更するうえで、用水路内を横断している既設排水管（ヒューム  

管）を撤去する作業。 

 普通作業員８人    単価 １５，７００円   金額１２５，６００円 

 軽トラック３日    単価 ２４，２００円   金額 ７２，６００円 

・排水管布設工 

排水経路を変更するため、既設管（ヒューム管）を撤去した後、新しい排水  

管を新たな流水経路で設置する作業。 

 普通作業員７人    単価 １５，７００円   金額１０９，９００円 

 カナヒュームＡ型１本 単価 ８８，８００円   金額 ８８，８００円 

 継手９０° １個   単価１０７，０００円   金額１０７，０００円 

 Ｐシート継手２個   単価 １０，２００円   金額 ２０，４００円 

 万能バンド１式    単価 ４２，５６０円   金額 ４２，５６０円 

（３，０４０円×１４） 

 止めアンカー５０個  単価    ４５５円   金額 ２２，７５０円 

 軽トラック２日    単価 ２４，２００円   金額 ４８，４００円 

 セメントモルタル 

０．２㎥  単価 １８，０００円   金額  ３，６００円 

                       小計  ６８０，８６０円 

                    一般管理費  １３６，１４０円 

                        計  ８１７，０００円 
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            消費税及び地方消費税相当額   ６５，３６０円 

                       合計  ８８２，３６０円 

７ 公益財団法人三重県建設技術センターが作成した修繕工事の設計書の  

  内容 

・仮設工       １２，６８１円 

・既設構造物撤去工  ３６，７６８円 

・排水管設置工   ３１１，５７０円 

・安全費       １９，０００円 

・共通仮設費     ６５，０００円 

・現場管理費    １８４，０００円          

                     工事原価  ６２９，０１９円 

・一般管理費等    ９４，９８１円 

                     工事価格  ７２４，０００円 

            消費税及び地方消費税相当額   ５７，９２０円 

                    本工事費計  ７８１，９２０円 

 

第３ 監査委員の判断 

１ 結論に至った理由 

 請求人が主張している５項目について順に述べる。 

 

（１）３年前の平成２３年９月２２日に入札があり施工された「新田町地内配

水管布設（替）工事」で、水道部の判断ミスにより下水管が破られたが、それ

を隠蔽しようとしたのか、水道部が下水管を維持管理している建設課に一切相

談することなく、迂回排水路を設置する本件修繕工事を勝手に行ったという点

について述べる。 

３年前の工事の際にも、建設課に確認せず下水管を切断してしまい、その誤

った工事が原因で、本件修繕工事が発生しているという認識があったにもかか

わらず、今回もまた前回と同様に、建設課に確認することなく、迂回排水路の

設置を水道部が独断で行っている。その理由は、本件修繕工事は、水道部が施

工した３年前の工事が原因であるため、水道部で速やかに対応すべきもので、

二次災害のことを考え、緊急対応が必要であると判断したからだとしている。 

 水道部職員からの事情聴取の中で、業者から通報があり、現地確認を行った

後、建設課だけではなく、部長にさえもその内容を報告しておらず、修繕工事

が完了した１カ月後の平成２６年７月初旬に部長に報告していることが判明し

ている。また、真井紀夫議員の同年９月議会一般質問（同年９月１０日）の中

で、建設課長は同年９月２日付で事後報告を受けたと答弁している。現地確認
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をした当日、部長が不在だったとのことであるが、部長への報告が同年７月初

旬まで遅れたことは、組織の基本を無視した行為であり、はなはだ遺憾なこと

である。通報及び現地確認の内容、今後の対応について、部内で協議もせず、

部長の指示も仰がず、担当者段階で修繕工事施工を決定し、その日のうちに発

注したことは、はなはだ不適切な行為であると指摘しておきたい。まずは、修

繕工事の内容及び金額等について、部内で協議し、その後、関係課に相談、確

認することが基本的な事務処理の流れであろう。 

 ３年前の誤った工事が今回の修繕工事に繋がっていると、現地確認をした際

に認識しているにもかかわらず、建設課に確認することなく修繕工事を行った

ということは、３年前の誤った工事を隠蔽しようとしたのではないかとの指摘

があっても仕方がないことである。 

 

（２）本件修繕工事は、入札を行うに十分すぎる時間があるにもかかわらず、

随意契約で工事を行ったことについて述べる。 

 随意契約とは、競争の方法によらないで、地方公共団体が任意の特定の相手

方を選択して締結する契約方法をいう。 

 地方公共団体が締結する契約については、地方自治法第２３４条第１項及び

第２項により、一般競争入札が契約の締結方法の原則であり、指名競争入札、

随意契約又はせり売りは、政令で定める要件に該当する場合に限り認められて

いる。 

 一方、水道事業は、地方公営企業法の全部適用を受けているが、地方公営企

業法施行令第２１条の１４第１項において、随意契約ができる場合として、第

１号から第９号まで、個別具体的に制限列挙されており、厳密な運用が求めら

れている。本件修繕工事は、第５号（緊急の必要により競争入札に付すること

ができないとき。）を適用したものである。 

 そこで、本件修繕工事に緊急の必要があったかどうかについて述べる。 

 「緊急の必要により競争入札に付することができないとき」とは、例えば、

緊急に施工しなければならない工事であって、競争に付する時間的余裕がない

場合などはまさしくこれに該当するものと考えられる。 

 水道部は、本件修繕工事に緊急の必要があった理由として、通報があり現地

を調査していた時に、単車で通りかかった近隣住民の方から、降雨時に道路が

冠水して、単車で事故にあいそうになったと話を聞いたこと、また、全国的に

天候が不安定で、ゲリラ豪雨等、いつ急に大雨が降るのか分からない状況であ

り、梅雨時期が迫っていたため、二次災害の危険性があったことをあげている。 

 しかし、本件修繕工事の現場の状況は、通報があった日に現地確認した際も、

水は溢れておらず、３年前の工事施工時から平成２６年４月３０日に通報があ
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った時点まで、水道部への市民からの苦情はなく、関係職員からの事情聴取に

よると、建設課においては、過去に１度、雨の多い時期にゴミが詰まり、道路

に水が溢れたため掃除をしたことがあったとのことであるが、その他には特に

市民から苦情は寄せられていないとのことである。 

 また、本件修繕工事は、随意契約により、同年４月３０日に工事発注後、同

年５月２２日の工事着工までに２３日間要している。水道部からの回答書によ

ると、随意契約ではなく、指名競争入札とした場合は、現場測量から設計（見

積書依頼等の日数を含む）、執行伺、指名伺、指名通知、入札・工事着工（受注

製品調達）に至るまで４７日間要するとしている。よって、仮に指名競争入札

していれば、随意契約と比べて、１カ月弱工事着工が遅れることが予測される。 

 以上より、道路状況やこれまでの苦情から判断し、指名競争入札を行い、１

カ月弱工事着工が遅れたとしても、その間に、二次災害が発生する可能性は極

めて低かったのではないかと考えられる。よって、緊急の必要性は極めて小さ

く、競争入札に付するに必要な時間は十分あったものと考えられ、前記政令の

第５号を適用したとする根拠は絶対的なものとは言えない。 

 次に、随意契約の場合は、３社以上から見積書を徴取しないといけないが、

一切見積書が徴取されていないという点について述べる。 

 地方公共団体が随意契約により契約を締結しようとする場合の見積書の徴取

については、地方自治法上特に規定はないが、尾鷲市会計規則第８７条におい

て、「随意契約によろうとするときは、契約の内容その他見積に必要な事項を示

して特別な場合を除き、３人以上の者から見積書を徴さなければならない。」と

定められている。 

 随意契約を締結するのに、３人以上の者から見積書を徴することとしている

のは、予定価格と対照して契約価格の適否を検討し、随意契約によるときでも、

原則として競争の理念に基づき、資力及び信用等確実と認められる３人以上の

者から見積書を徴して、それらの見積価格を比較検討し（見積合わせ）、契約の

相手を選定する資料とするためである。 

 ただし、特別な場合は、３人以上の者から見積書を徴する必要はないとして

おり、本件修繕工事について、緊急性があったことにより随意契約が妥当であ

ったと仮定すると、緊急を要するため見積書を徴している時間がないとして、

特別な場合に該当するため、３人以上の者から見積書を徴する必要はないと考

えられる。しかし、本件修繕工事は、そもそも緊急の必要性が極めて小さいも

のであるから、仮に随意契約による場合でも、最低限、工事着工以前に施工業

者から見積書を徴すべき案件であったと考えられる。 

 最後に、きちんと見積書を徴取していれば、確実に安くなっていたはずで、

何十万円か得をしたはずであるという点について述べる。 
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 仮に、本件修繕工事について、随意契約が妥当であるとした場合、見積書を

徴取する必要がある。随意契約における見積書は、相手方からの契約の申込み

として提出されるものと解され、見積書の内容を検討の上、価格その他からみ

て適当なものと判断すればこれに承諾を与えることによって契約が成立するこ

とになると解されている。 

 本件修繕工事については、事前に見積書の徴取もせず、その妥当性を検討す

ることもなく修繕工事執行を決定し、修繕工事完了後、施工業者１者から見積

書を徴取するなど、契約事務において不適切な事務処理がなされたことは認め

ざるを得ない。施工業者から、事前に見積書を徴取していれば、価格や工事内

容、契約方法等について検討でき、今回の契約額よりも、安価で契約できた可

能性があることは否定できない。 

 しかしながら、仮に競争入札に付したとしても、他の競争入札事案の統計的

数値を適用するなどして想定落札価格を算出することは相当でないとされてい

る（東京高裁平成２１年２月２４日判決）ので、随意契約額との差額は確定で

きない。 

 

（３）契約書や設計書も作成せず行った工事で、地方自治法はともかく尾鷲市 

会計規則にも違反しているという点について述べる。 

本件修繕工事の契約書は、平成２６年６月３日の修繕工事完了から１カ月以

上経過した同年７月１６日から１８日の間に作成されたが、契約書の日付は同

年５月２２日となっている。 

契約書の作成の要否については、地方自治法上特に定めはないが、地方公共

団体が締結する契約は、厳正公明に行われるべきものであるので、契約内容を

常に明確にしておく必要があり、後日における紛争発生防止、また契約の履行

を確保するために文書を残しておく必要があるという見地から、各地方公共団

体の財務規則等で規定されていると考えられる。尾鷲市においても、会計規則

第９０条において、１件３０万円を超える契約については契約書の作成が義務

付けられている。また、契約書は、事後ではなく、何らかの給付が行われる前

に作成されるべきものである。 

よって、本件修繕工事が３０万円を超えているのにもかかわらず、修繕工事

着工の同年５月２２日時点においても契約書が作成されていなかったというこ

とについては、明らかに尾鷲市会計規則に違背した著しく不当な行為であると

言わざるを得ない。なお、修繕工事完了後に契約書を作成したことによりこの

違背は解消されるものではない。 

また、本来は、口頭で修繕工事発注を行った同年４月３０日若しくは遅くと

も同年５月２２日までには契約書を作成すべきであろう。 
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なお、設計書についても、契約書と同様に、修繕工事完了後に作成されてい

るが、本来ならば、通報を受け現地確認した後、修繕工事発注までの間に作成

されるべきものであろう。 

最後に、後から契約書を作成した行為は、文書偽造の罪に該当するという点

について述べる。 

本件修繕工事の契約は、地方公共団体が一般私人と対等の立場で締結する私

法上の契約である。民法の原則によれば、契約は相対立する２つ以上の意思の

合致によって成立する、すなわち申込みと承諾の意思が合致さえすれば、それ

で契約は成立し、契約の効力の発生についてはなんら要式行為を要しないとさ

れている。 

一方、地方自治法第２３４条第２項及び地方公営企業法施行令第２１条の１

４では、随意契約によることができる場合が規定されており、地方自治法第２

３４条第５項では、地方公共団体が契約につき契約書を作成する場合において

は、普通地方公共団体の長又はその委任を受けた者が契約の相手方とともに契

約書に記名押印しなければ、当該契約は確定しないとされ、尾鷲市会計規則第

９０条では、１件３０万円を超える契約については契約書の作成が義務付けら

れている。 

このように、地方自治法、地方公営企業法等関係法令及び尾鷲市会計規則に

おいて、一定の制限が設けられているが、裁判例（水戸地裁昭和４８年８月２

３日判決）に「これら諸規程は、いずれも地方公共団体の機関が不正な契約を

締結することを防かつするために公共団体の機関行為を規制する団体内部の制

限規定、手続規定であって、これら諸規定に反して契約がなされた場合には公

共団体の機関の責任が問われることはあっても、特別の事情がない限り、この

違背をもって直ちに当該契約の私法上の効力が否定されることはないものとい

うべきである。」とあるように、地方自治法、地方公営企業法等関係法令及び尾

鷲市会計規則の規定のほとんどは、契約内容そのものを規制するものではなく、

手続きの公平性や透明性等を担保して不正な契約を防止することを目的とした

手続的規制を行うものであるので、これら手続的規制については契約の効力自

体には影響を及ぼさないと考えられる。 

よって、本件修繕工事が競争入札すべきところを違法な随意契約によってい

ること及び当初契約書を作成していなかったことは、地方自治法、地方公営企

業法等関係法令及び尾鷲市会計規則に違背していることになるが、これらのこ

とが直ちに当該契約の私法上の効力を否定するものではなく、同年４月３０日

に修繕工事を発注した時点では、おおよその工事内容については打ち合わせを

行い、その後、遅くとも同年５月２２日の修繕工事着工までには工事内容が確

定したことから、その内容に基づき、施工業者が特注品の製造業者に対して材
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料を発注し、同年５月２２日に工事着工していると考えられ、金額面では追っ

て協議の上決定するという形をとっていたとしても、一応契約としては成立し

有効であったとみなされると考えられる。ただし、契約が成立し有効であった

としても、本来ならば事前に作成すべき契約書を作成することなく、さらには

修繕工事完了後においても１カ月以上もの間、契約書を作成せず、契約が不確

定なままの状態であったということについては、著しく不当な行為であったと

言わざるを得ない。 

仮に、同年４月３０日に本件修繕工事の発注がなかった、また、全くそのよ

うな修繕工事が行われていなかったにもかかわらず、あたかも行われたかのよ

うな契約書を作成したということであれば、文書偽造ということになろう。し

かし、前述のとおり、同年４月３０日の発注時点では、不明確な所はあったも

のの、遅くとも同年５月２２日時点では金額面以外のおおよその工事内容は確

定しており、契約は成立し有効であったと認められ、後に、工事費用について

双方合意があり、それを補充した契約書が同年７月１６日から１８日の間に、

同年５月２２日の日付をもって作成されたと考えられる。なお、同年５月２２

日から同年６月３日までの間に、その工事内容で実際に修繕工事が施工されて

いる。 

よって、事後に、当時の内容を当時の日付で記載した契約書を作成したこと

は、地方自治法第２３４条第５項の規定の趣旨に反するはなはだ不適切かつ不

当な事務処理だったと言わざるを得ないが、当時の日付を記載することのみを

もって、公文書を偽造若しくは内容虚偽の公文書を作成したとまでは言うこと

ができない。 

 

（４）工事完了検査について、当時の部長が現地ではなく、机上で行っている、

黒板に日付も入っていないという点について述べる。 

 水道部から提出された検査写真から、当時の部長が現場で検査を行っている

ことが確認できる。現場での検査写真は１枚のみで、当時の部長が後ろ向きで

黒板を持ち暗渠の中の下水管を確認している写真であるので、部長本人かどう

か確認しづらいが、ヘルメットには部長と記載されており、水道部からも、前

部長が行ったという回答を得ている。 

 なお、工事完了検査は、事前に書類等で内容を確認した後、現場検査を行う

ことが多いので、机上検査を行っている２枚の写真は、その時の写真であると

考えられる。 

 よって、本件修繕工事は、当時の部長が工事現場で工事完了検査を行ってい

ると判断できる。 

 なお、通常の工事検査であれば、業者立合いのもと検査を行うが、今回は修
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繕のため、水道部のみで検査を実施したものである。 

 ただし、部長への報告が平成２６年７月初旬になっていることから判断する

と、実際の完成検査の実施日は修繕工事完成時の同年６月３日より遅れ、同年

７月初旬以降であると推測される。 

 また、完了検査時の黒板に日付が記載されていないことについては、水道部

から、通常の工事完了検査の場合でも記載していないとの回答を得ているが、

実際に完了検査を行ったことを明示するために記載することが望ましい。 

 

（５）この工事は、２０万円から３０万円の費用で出来る工事で、８７１，５

６０円という工事費用はあまりに高いという他の関係者からの指摘があるとい

う点について述べる。 

 本件修繕工事は、大きく分けて、準備工・水替工、既設管（ヒューム管）撤

去工、排水管（カナパイプ）布設工の 3 項目となる。  

 施工業者の見積書によると、水替え工が７８，５００円、ヒューム管撤去が

２５０，４００円、カナパイプ設置が３４４，０５０円で直接工事費計が６７

２，９５０円、諸経費が１３４，０５０円、消費税が６４，５６０円で工事費

総額は８７１，５６０円となっている。 

 また、施工業者の見積書の提出を受けたあとに水道部が設計した設計書によ

ると、準備工・水替工が３９，２５０円、既設管撤去工が１９８，２００円、

排水管布設工が４４３，４１０円で直接工事費計が６８０，８６０円、一般管

理費が１３６，１４０円、消費税及び地方消費税相当額が６５，３６０円で、

工事費総額は８８２，３６０円となっている。 

 請求人は、本件修繕工事の適正金額を算出すべき証拠として３者の見積書を

提出した。３者の見積書には、水替工は不要であるとの判断から、これに係る

必要経費が計上されていない。３者の見積書によると、Ａ者の工事内容はヒュ

ーム管撤去・カナパイプ設置で工事費総額は２９５，９２０円（税込）、普通作

業員３人、Ｂ者が、ヒューム管撤去・カナパイプ設置で工事費総額は３０４，

５６０円（同）、普通作業員３人、Ｃ者がヒューム管撤去・カナパイプ設置で工

事費総額は３１２，１２０円（同）、普通作業員５人となっており、水替工の有

無、普通作業員の数に差があるなど施工業者の見積書との間に大きな差異が生

じている。 

 水道部を通じての施工業者に対する事情聴取結果調書によると、田んぼの時

期と重なってきていたため、既設排水管の取り壊しにあたって、少しずつ割る

とともに、土砂を取り除く時に、土嚢やバケツで受けて、極力農業用水路を汚

さないように配慮したこと、受けた土砂等を人力で運搬したことやカナパイプ

設置に当たって、サイズが大きく、吊り下げる必要があったことなどにより、
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人工数がかかってしまった、また、常時水が流れていたこと、降雨が予想され

ていたことにより、水替工が必要であったとのことである。 

 また、水道部は、差異のある普通作業員数について、現場が農業用水路内で

あったことから、用水路を極力汚さないよう作業したことで排水管撤去等に時

間がかかった結果、普通作業員数の増加に繋がったと述べており、作業日数・

作業人数については施工業者からの聴取と現場写真、さらに現場の状況から総

合的に判断し適正であると認めたと述べている。 

 水替工については、施工業者が実際に水替工の工程を経ている状況を現場写

真により確認できたので、必要であったと判断する。 

 監査委員は、公共工事発注者支援機関認定制度において発注者支援機関とし

て認定されており、公平性、中立的及び専門性を有する公益財団法人三重県建

設技術センターへ調査支援を依頼し、施工業者の見積書の内容及び金額の精査

並びに本件修繕工事の適正金額の判断基準を求めることとした。調査の結果、

本工事は大きく分けて仮設工（準備工・水替工）・既設構造物撤去工・排水管設

置工の３項目になり、工事原価が６２９，０１９円、一般管理費が９４，９８

１円、消費税及び地方消費税相当額が５７，９２０円で、工事費総額は７８１，

９２０円となっており、施工業者の見積金額と比べると８９，６４０円低くな

っている。金額に差があるのは、主に普通作業員関係のところにあるが、公益

財団法人三重県建設技術センターによる標準設計の場合は、規模の大きい工事

を対象に標準積算（標準化された歩掛計算）されているが、規模の小さい工事

の場合は、手間がかかり、人数も多く必要となる場合があるからで、設計金額

と実際の工事代金が異なるのは当然であると説明を受けた。よって、その差額

の８９，６４０円は、公益財団法人三重県建設技術センターの設計金額の約１

１．４％となっており、施工業者の見積金額が不当に高いということには繋が

らないと判断した。 

 なお、陳述の際、水道部より、平成２３年度に施工した「新田町地内配水管

布設替工事」の設計にあたって、下水管の存在に気づき、水道管を迂回させる

という予測のもとに設計書を組んでいた旨の発言があったが、陳述書に述べら

れている「排水管を切断することなく、配水管を迂回させる追加工事を行った

場合は、約１，１７０千円の追加費用が発生していたことを考察すると、費用

の返還は該当しないものと考えます。」との整合性については、疑問が残る。 

 

（６）住民監査請求は、「たとえ違法・不当な行為又は怠る事実があるとしても、

市に損害をもたらさない行為は住民監査請求の対象にならない」（最高裁平成６

年９月８日判決）との判例もあり、普通地方公共団体の執行機関や職員の違法・

不当な財務会計上の行為又は怠る事実の結果、当該地方公共団体に財産的損害
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が生じている、またそのおそれがあると認められる場合になしうるものである

と解される。 

したがって、尾鷲市に損害が発生しているのかどうかについて述べる。 

まず、（５）で述べたとおり、本件修繕工事に係る費用は、公益財団法人三重

県建設技術センターの設計書と比較しても、明らかに過大であると言うことは

できず、また、請求人から提出された３者からの見積書と比較しても、その差

額が直ちに損害であると言うことはできない。 

次に、競争入札に付していた場合について考察する。 

本件修繕工事については、本来ならば、競争入札すべき案件であるところを、

地方公営企業法施行令第２１条の１４第１項第５号を適用し随意契約を行い、

事前に見積書を徴取することなく、また、契約書も作成することなく、上司へ

の報告や関係部局への協議を怠り、修繕工事を発注し施工したことは前述のと

おりである。 

 このことをもってみると、地方自治法、地方公営企業法等関係法令及び尾鷲

市会計規則に違反していることは明らかであるが、その行為によって尾鷲市に

損害が発生したとただちに断定することはできない。 

 もっとも、随意契約する場合においても、事前に見積書を徴取していれば、

修繕工事発注前に、価格、内容、契約方法等について検討でき、今回の契約額

よりも安価で契約できた可能性があることは否定できない。また、本来ならば

随意契約ではなく、競争入札すべき案件であるから、競争入札していた場合、

今回の契約額よりも安価で契約できた可能性があることも否定できない。そし

て、仮に随意契約でなく、競争入札の方法によって契約を締結した結果、契約

額がより安価であったという事実が確認されるようなことがあれば、その差額 

をもって尾鷲市に損害が発生したと断定できるものと考えられる。 

そこで、その差額、つまり、損害額の算定について述べる。 

競争入札すべきところ違法な随意契約によった場合の損害額の算定方法の裁

判例（富山地裁平成８年１０月１６日判決）では、「随意契約による方法で契約

を締結したことが違法である場合に、市に生じる損害額は、競争入札をすべき

ところを随意契約の方法をとったことによって生じた損害額であるから、随意

契約の方法により締結した契約金額と競争入札をしたならば締結されたであろ

うと想定される金額（以下「想定価額」という。）との差額と解するのが相当で

ある。想定価額は、現実に存在しない価格であり、通常は、入札に応じようと

する業者において当該契約の費用、利益等を見込んで算定した金額で入札する

ことにより形成される金額であるから、入札価格に相当する金額が立証されれ

ば、想定価額は、この金額とほぼ等しいものと推定するのが相当である。また、

入札価格に相当する金額が立証できない場合であっても、他の立証方法により、
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当該契約の費用及び利益等を合算した金額が認められる場合も、一般の業者で

あれば、その金額で入札したであろうと認められるのでその金額を持って想定

価格を推定するのが相当である。」としている。 

また、他の裁判例（東京高裁平成２１年２月２４日判決）では、「他の競争入

札事案の統計的数値を適用するなどして想定落札価格を算出することは相当で

ないと言わざるを得ないし、競争入札に付した場合において、入札者、落札者

がない可能性（施行令６号）も否定することができない。」としている。 

本件修繕工事についても、損害額の算定をするためには想定価格を推定しな

ければならないが、本件の事実関係からは想定価格を推定することが困難であ

る。また、過去の既に完了している修繕工事について、その当時、競争入札の

方法によっていたら、より安価な額を提示した入札書をもって入札を行った者

が存在したか、また、存在した場合にいくらの差額が生じたのかを現時点で導

き出すことは困難であるため、損害が認定できない。 

 よって、尾鷲市に損害が発生している可能性を否定できないが、その損害額

が確定できない。 

   

２ 結論  

監査対象部局の調査の結果、本事案については、地方自治法、地方公営企業

法等関係法令及び尾鷲市会計規則の規定の趣旨に反する契約書作成の事務処理

をはじめ、競争入札でなく随意契約を行ったこと、上司への報告や関係部局へ

の協議を怠ったこと、経過を明らかにする記録がとられていないことなど、極

めてずさんな事務処理がなされた実態が明らかになったが、３年前に切断した

下水管の代替機能を付加するための本件修繕工事の必要性は認めることはでき、

施工業者に支払った８７１，５６０円は市が本件修繕工事をさせた事実があり

と確認し支出したものと判断され、違法支出であるという判断はできない。陳

述等を踏まえて総合的に判断すると、尾鷲市に具体的な損害が発生していると

いう確証は得られなかった。 

したがって、本件修繕工事について支払われた代金全額を尾鷲市の損害とし、

尾鷲市長及び支出手続き担当者が弁償するよう求める請求人の主張は認められ

ず、本請求には理由がないものと判断し、棄却する。 

 

第４ 附言 

 以上のとおり、新田町地内排水管工事移設修繕については違法支出ではない、

市が損害を被っていないという判断に立ったが、今回、明らかになった極めて

ずさんな事務処理については、法令を遵守するという公務員としての基本姿勢

や組織の一員としての自覚が欠如していたことが原因であると考えられるので、
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関係職員に猛省を促すとともに、市長に対し、危機意識をもって職員に対する

指導、監督、教育を徹底し、かかる事案の再発防止に万全を期するよう別紙意

見書を提出することとする。 

 なお、職員に対する事情聴取の際、記憶があいまいである、記録をとってい

ないなどの発言があったが、誠に遺憾である。 

 また、施工業者に対し、事情聴取を要請したが、同意を得られなかったこと

は、残念であった。 
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別紙                       尾監第 １４８  号                 

                                                  平成２７年２月２４日 

 

 尾鷲市長 岩田 昭人  様 

 

 

                尾鷲市監査委員  桑原 紘市 

 

 

                尾鷲市監査委員  南  靖久 

 

  

住民監査請求について（意見） 

 

 みだしのことについて、地方自治法第１９９条第１０項の規定に基づき、次

のとおり意見を提出する。 

 

記 

  

 平成２７年１月６日に受理した「新田町地内排水管工事移設修繕」にかかる

住民監査請求の監査結果については、別添のとおりである。 

今回、新田町地内排水管工事移設修繕については、違法支出ではない、市が

損害を被っていないという判断に立って、請求を棄却したが、監査の結果、地

方自治法、地方公営企業法等関係法令及び尾鷲市会計規則の規定の趣旨に反す

る契約書作成の事務処理をはじめ、競争入札でなく随意契約を行ったこと、上

司への報告や関係部局への協議を怠ったこと、経過を明らかにする記録がとら

れていないことなど、極めてずさんな事務処理がなされた実態が明らかになり、

ひいては市民の市政に対する信頼を著しく損ねることとなり、その影響は大き

いものと憂慮する。 

 このことは、法令を遵守するという公務員としての基本姿勢や組織の一員と

しての自覚が欠如していたことが原因であると考えられるので、関係職員に猛

省を促すとともに、危機意識をもって職員に対する指導、監督、教育を徹底し、

かかる事案の再発防止に万全を期されたい。 

 なお、次のことについて、職員に徹底されたい。 

１ 契約は、競争入札を原則とし、随意契約による場合には、地方公営企業法 

 施行令第２１条の１４第１項の規定を厳密に運用するとともに、事前に見積  
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 書を徴するなど競争性、透明性を確保されたい。 

２ 契約書を修繕工事完了後に作成するなど関係法令に違反した行為があった

ので、契約に関する法令、市会計規則等の遵守について、職員に徹底された

い。 

３ 部長への報告が大幅に遅れたこと並びに建設課への協議がなされなかった 

 ことは、組織としての基本に欠けているので、職員教育を徹底されたい。 

４ ３年前の配水管布設替工事において、既設の排水管を切断してしまうとい 

 う瑕疵があったが、現場監督員が留意すべき「手引書」を作成し、職員に徹 

 底されたい。  

 

 

 

 

 

 

 

 


